
「大阪市第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」（平成30年度～令和2年度）の実績
【精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築】

１ 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置（令和２年度末）

➡ 令和３年２月「大阪市障がい者施策推進協議会精神障がい者地域生活支援部会」として設置した。

２ 精神病床における１年以上の長期入院者数

➡

３ 精神病床における早期退院率

➡

４ 地域移行支援による地域移行者数（大阪市独自の目標設定）

➡

令和２年度までに、平成28年度の長期入院患者数2,253人
から192人減少させた2,016人に目標設定し、令和２年におい
て、長期入院患者数は1,789人であり、目標値を達成した。

都道府県の成果目標として設定されたものを大阪市としても目標に設定し
たが、現在、実績については国で集計中であるため評価に至っていない。

資料２

入院後３か月時点 入院後６か月時点 入院後１年時点

府・市 成果目標 ６９％以上 ８４%以上 ９０%以上

平成３０年度 ６５．３% ８２．４% ８９．６%

大阪市独自の目標設定として、地域移行支援による地域移行者数を第４期計画と同様に３年で60人
としたが、３年で41人と目標値の達成に至らなかった。

出典：令和２年度精神科在院患者調査報告書

平成30年度 令和元年度 令和2年度

入院患者総数 3,475 3,417 3,308

1年以上の入院患者数 1,903 1,773 1,789
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府下精神科病院への入院患者数の推移

（大阪府内の精神科病院に入院中の大阪市民）

出典：精神保健福祉資料



「大阪市第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」（令和３年度～令和５年度）の成果目標
【精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築】

１ 精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数

１年平均３１６日以上（令和５年度）

＜目標設定の考え方＞
地域における精神保健福祉体制の基盤を整備する必要があるこ
とから、当該整備状況を費用かする指標として考えられたもの
で、国の基本指針に沿って大阪府が設定した目標数値に準する
こととした。

３ 精神病床における早期退院率

入院後３か月時点 ６９％以上（令和５年度）
入院後６か月時点 ８６％以上（令和５年度)
入院後１年時点 ９２％以上（令和５年度）

＜目標設定の考え方＞
国の指針では都道府県の成果目標として、入院後３か月時点
は６９％以上、入院後６か月時点は８６％以上、入院後１年
時点は９２％以上に設定するとし、大阪府もこれに沿って目
標設定することとしている。大阪市としても同様に成果目標
を設定する。

４ 地域移行支援による地域移行者数（大阪市独自の目標設定）

６０人（令和３年度から令和５年度の３年間）

＜目標設定の考え方＞
大阪市独自の目標設定として、地域移行支援による地域移行者数を
第５期計画と同様に設定する。

２ 精神病床における１年以上の長期入院者数

１,７７３人（令和元年度）→１,６８０人（令和５年度）
９３人の減 ※６５歳以上と６５歳未満の区別は設けない

＜目標設定の考え方＞
大阪府の基本的な考え方では、令和元年6月末の精神病床における
1年以上の長期入院患者数8,102人の94.76％である7,677人（入院前住
所地が不明、他府県の1.011人を除く）を令和5年6月末時点の目標と
している。大阪府の基本的な考え方に基づき、大阪市としても同様
に、令和元年6月末の1年以上の長期入院患者数1.773人の94.76％であ
る1,680人を目標に設定する。


